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貸借対照表観の再検討
SprouseとRappaportの 貸 借 対 照 表 観 論 争

和 田 博 志

概要 近年の企業会計制度改革により,い わゆる動的貸借対照表観は現行会計実務に対する

説明能力を喪失 しつつある。本稿の目的は,1970年 代前半にR.T.SprouseとA.Rappa-

portと の間で行われた貸借対照表観論争を考察対象 として取 り上げ,動 的貸借対照表観 に

代わる新たな貸借対照表観を提示することにある。そ して考察の結果,収 益費用アプローチ

と資産負債 アプローチの間に優劣関係をつけることが不可能である点 を指摘 した上で,「 将

来の経済的便益」の運用形態と調達源泉を表示する貸借対照表観 として未来志向的貸借対照

表観を提示 している。

Abstract The dynamic balance sheet view is losing the consistency with current ac-

counting practices, following the recent innovation in accounting systems. The 

aim of this paper is to presents a new balance sheet view instead of the dynamic bal-

ance sheet view, concerning the disputation between R. T. Sprouse and A. Rappa-

port in the early 1970's. In conclusion, this paper presents the future — oriented 

balance sheet view which shows sources and applications of "future economic 

benefits," indicating that the revenue and expense view and the asset and liability 

view are indiscriminate.
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1.問 題 の 所 在

元来,財 務会 計 は企業 に実 際 に生 起 した経済事象 を認識 ・測定 の対象 と して きた。 した

が って,財 務諸 表を作成 す るため に,企 業 の会計担 当者 が行 って きた会計処理 は,一 部 の

例 外的 な ものを 除いて,過 去 回顧 的 な会 計処理 であ った と特徴 づ ける こ とがで き るω。 と

ころが,近 年 の企 業会計 制度 改革 に よ り,従 来 か らの過去 回顧 的 な会 計処理 に加 えて,将

来 キ ャッシュ・フローの見積 を必要 とす る未 来志 向的 な会計処理 が制度 化 され るに至 った。

た とえ ば,1999年1月 に公表 され た 「金融 商 品 に係 る会計 基準 」 では,貸 倒懸念 債権(2)

の会計処理 につ いて,当 該債 権か ら生 じる見積将来 キ ャ ッシ ュ ・フ ロー の割 引現在 価値 と

帳簿価額 の差額 と して貸 倒 見積高 を算定 す るこ とが規定 され てい る。 また,2002年8月 に

公 表 された 「固定 資産 の会計処理 に係 る会 計基準」で は,減 損 の兆候 が み られ た固定 資産(3)

の帳簿価 額 と当該 固定 資産 か ら生 じる見積 将来 キ ャッシュ・フローの割 引前総 額 を比較 し,

前者 が後 者 を下 回 る場 合 に減損 の発 生 を認 識す るこ とが規定 され て いる。

これ らの新 会計 基 準 で規 定 され て い る会計 処理 は,債 権 や 固定 資産 の貸借 対 照 表価額

(1)杉 本[1991]で は,引 当金を計上する会計処理である 「引当経理」 と繰延資産項 目にかかわる

会計処理である 「繰延経理」を,「企業の特定の経済事象が,決 算期末時点までにはまだ生起 し

ていないにもかかわらず,そ の事象が将来生起するであろう,と かな りの確からしさをもって予

想されるので,そ の事象の生起に備えまたは期待 しておこな う未来志向的な,特 異な会計処理方

法」(p.212)と 位置づけた上で,「 『引当経理』および 『繰延経理』以外の会計処理では,会 計測

定者 としての企業の会計担 当者などは,『価値の流れ』 としての企業の経済事象の生起を,い わ

ば過去回顧的に認識するからこそ,測 定対象 とす る」(p.266)の に対 して,「『引当経理』および

『繰延経理』の場合には,特 定の経済事象が,通 例の仕方ではまだ認識 され る段階には至 ってい

ないけれども,将 来生起することがかなりの確か らしさを もって予見されるとき,会 計担当者と

しての企業の会計担当者などは,そ のような事象に備えてまたはそれを期待 して,つ まり,い わ

ば未来志向的に認識 ・判断して,当 期末までに計上済みの損益項 目を次期 もしくは次期以降にお

いておこなわれ る期間損益計算にかかわらせるべ く繰延処理 しようとする」(pp.266-267)と し

た上で,「 『引当経理』および 『繰延経理』 は,い ずれも未来志向的な会計処理といわなければな

らない。それゆえに,現 行の企業会計における数多 くの測定行為のなかに位置づけるとき,そ れ

らは他の多 くの過去 回顧的な会計処理 とは大いに異な っており,ま ことに特異な会計処理であ

る」(p.267)と 結論づけている。

(2)貸 倒懸念債権 とは,「経営破綻の状態には至 っていないが,債 務の弁済に重大な問題が生 じてい

るか又は生 じる可能性が高い債権」である。

(3)「 固定資産の減損に係る会計基準」では,減 損の兆候を示す具体的な事象 として以下のものをあ

げている。

① 資産 または資産 グループが使用 されている営業活動か ら生 じる損益 またはキャッシュ ・フ
ローが,継 続 してマイナスとなっているか,あ るいは,継 続 してマイナスとなる見込みである。

② 資産または資産 グループが使用 されている範囲または方法について,当 該資産 または資産グ
ループの回収可能性を著 しく低下 させるような変化が生 じたか,あ るいは,生 じる見込みであ

る。

③ 資産または資産グループが使用 されている事業に関連 して,経 営環境が著 しく悪化 したか,

あるいは,悪 化する見込みである。

④ 資産または資産グループの市場価格が著 しく下落 した。
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を,実 際 にな された支 出金額 とい う意 味で の過去 回顧 的会計 測定値 と して解釈 す るので は

な く,将 来 キ ャッシュ ・フローの見積額 とい う意 味 での未来志 向的会計測 定値 と して解釈

す る必 要性 を生 じさせ るこ とにな った といえる。 な ぜな らば,こ の よ うな過去 回顧 的会計

測定値 と未来 志 向的会計 測定値 を比較 す る ことは,根 本的思考 を異 に した会計測 定値 を比

較す るこ とにな るとい う点 において無意 味 であ る と考 え られ るか らで あ る。 ここに,貸 借

対照表 観 の再 検討 とい う作業 が行 わ れな ければな らな い理 由が あ る。

周知 の よ うに,期 間損 益計算 を主 た る会 計 目的 とす る ことによ って構 築 されて きた近代

会計理 論(動 態論)に おい ては,収 益 と費用 を適切 に対応 させ て利益 を算定す るプ ロセ ス

が重 視 され るが故 に,「 収 益 費用 を収 容 す る損 益計 算 書 が主 た る財 務表 」(新 田[1995],

p.3)と 位置 づ け られ る一 方で,「 貸借 対照 表は損益 計算書 に対 して従 た る意 味 しか持 た な

い」(新 田[1995],p.4)財 務表 と位置 づ け られて きた。 その結果,資 産 も,「 次 期以 降 に

原価 や費用 と して収 益 に対応 させ られ るのを待 ってい る 『未決 状態 の収益賦 課項 目(reve-

nuechargesinsuspense)』 」(PatonandLittleton[1940],p.25)と 定 義 さ れ,取 得

原価 が原則 的 な測定 基準 と して用 い られ て きた のであ る。 このよ うな貸 借対照 表観 に依拠

して いて は,資 産 の貸借 対照表 価額 を将来 キ ャ ッシュ ・フロー と関連 づ けて解 釈す る会計

思考 が成立 す る余地 のな い ことは明 らか であ ろ う。

そ こで本 稿 では,上 記 の よ うな近代 会計理 論 におい て想 定 されて きた貸借対 照表観(以

下 「動 的貸 借対照 表観」 とい う)に 代 わ る新 た な貸 借対照 表観 を構築 す るための手 がか り

を得 るため に,1970年 代 前半 にR.T.Sprouseに よ って行 われ た貸借対 照表観 の類型 化 を

巡 る議 論(Sprouse[1973])と,そ れ に対 す るA.Rappaportの 反論(Rappaport[1973])

を取 り上 げ る ことにす る④。 ち ょう どこの時期 は,1966年 にア メ リカ会 計学会(American

AccountingAssociation:AAA)か ら『基礎 的会計 理論 に関す る ステイ トメ ン ト(AState-

mentofBasicAccountingTheory:ASOBAT)』 が公 表 され,会 計 の 目的 は外部利 害関

係 者の意 思決定 に有用 な情報 を提供 す る ことにあ るとす る 「意思 決定有 用性 ア プロー チ」

が,会 計理 論研 究 にお いて主 流 とな ってきた時期 であ る。 そ して,こ う した社 会情勢 を踏

まえて,そ れ まで主流 を 占めて いた近代会 計理論 の見直 し作業 が本 格 的 に開始 され た時期

で もあ る。 本稿 で取 り上 げるSprouseの 議 論 も,こ う した流 れの 中 に位 置 づ け られ る も

ので あ り,「1970年 前 後 に生 じて い た伝 統 的会計 の行 き詰 ま り感 を,貸 借対照 表 の意義 を

見 直す ことによ って打 開 しよ うとした」(佐 藤:1991],p.515)も ので ある とい え る。

(4)こ の論争を取 り上げた先行文献 として,佐 藤:19911お よび佐藤[1993]の 第7章 補論がある。
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このよ うな こ とか ら考 えて も,貸 借対 照表観 を見直す こ とに よ り問題 の解 決 を図 ろ うと

す るSprouseの 立脚 点 は,本 稿 におけ る筆者 の問題 意識 と軌 を一 にす るもので あ り,今 後

の研究 に対 して も何 らか の有用 な示 唆 を与え て くれ る もの と期待 され る。以 下で は,ま ず

2節 にお いてSprouseの 主 張を,続 く3節 でそれ に対 す るRappaportの 反論 を取 り上 げ

て い くことにす る。 そ して最 後 の4節 で,筆 者 の考 え る動 的貸借 対照 表観 に代 わ る新 たな

貸借 対照 表観 を提示す るこ とに した い。

2.Sprouseに よ る 貸 借 対 照 表 観 の 類 型 化

本 節 で は,Sprouseの 主 張をみ てい くことにす る。最 初 に,彼 の基 本的 なス タ ンスを明

確 に してお くことに しよ う。 彼 は,1973年 の財務 会計基 準審議 会(FinancialAccounting

StandardsBoard:FASB)設 立 と同時 にそ の副議 長 に就任 した人物 で あ り,彼 の会計観

は,FASBに よ り公 表 されて い る一 連 の財務 会計概念 ステイ トメ ン ト(StatementsofFi-

nancialAccountingConcepts:SFAC)シ リー ズの構築 に大 きな影響 を与 え た と考 え ら

れ る(佐 藤[1993],p.184)。 事実,彼 は論文 の 冒頭 で次 の よ うに述べ て いる。

「貸借 対照 表 は,損 益 計算 書 に含 まれ て い る重要 な要 素 が必 然 的 に派 生 して くる会 計理

論 の最 も基本 的な要素 を体 現 してい る。事 実,損 益計 算書 は,あ る貸借対 照表勘 定 に変

化 を もた らす 取 引 の要 約 表 に過 ぎな い もの で あ る とい う こ とが で き る。」(Sprouse

[1973],p.164)

この よ うに,Sprouseは,近 代会 計理論 にみ られ るよ うな損益 計算書 を 「主」 た る財務

表 と位 置づ け る見方 に対 して,貸 借 対照表 を 中心 と した会計理論 の構 築 を 目指 してい るの

で ある。 そ して彼 は,過 去 に現 れて きた貸借 対照表 観 と して残 高表 観(thesheetofbal-

ancesview),静 的資金表 観(thestaticfundsstatementview)お よび財産状 態表観(the

financialpositionview)の 三 つ を比較 検討 し,財 産 状態 表観 こそが,「 損益 計算 書 に含

まれ てい る重 要な要素 が必 然的 に派 生 して くる会 計理論 の最 も基 本 的な要素 を体現 して い

る」貸 借対 照 表観 であ り,「 意 味 のあ る利 益概念 の基礎 を提供 し,そ れ 自体 で有 用 な情報

を提供 す る」(Sprouse[1973],p.165)こ とが で き る もので あ る と主張 してい る。 す な

わ ち,Sprouseは,残 高 表観 と静 的資 金表観 を斥 け,財 産状態 表観 に優位性 を認 めて い る

ので ある。 それで は,順 にそれ ぞれの貸借 対照表 観 をみて い くこ とに よ り,な ぜ この よ う
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な結論 に到達 す るに至 った のかを明 らか に してい くことに したい。

(1)残 高表 観

残高 表観 とは,貸 借 対照 表 を 「確定 され た利益 額 が留保利 益勘 定(theretainedearn-

ingsaccount)に 振 り替 え られ た 後 の 借 方 お よ び貸 方 勘 定 残 高 の要 約 表 」(Sprouse

[1973],p.165)と 位 置づ け る見方 で あ る。残高表 観 にお いて は,各 勘定残 高 が締 め切 ら

れ る ことに よって利 益額 が確定 され た後,借 方 に現 れ る残高 と して資産 が,貸 方 に現 れ る

残高 と して負債 が,そ れぞ れ定義 され るこ とにな る。 極論 をいえ ば,残 高が借方 に生 じる

か貸方 に生 じるかに よ って,あ る項 目が資産 で あるか負債 であ るかが決定 され るこ とにな

る。 こ うした残高 表観 が,動 的貸 借対 照表観 を暗 に想定 した もので あ り,今 日い う ところ

の 「収 益 費用 ア プ ロー チ(therevenueandexpenseview)」 の原型 とな って い るこ とは

明 らかで あ ろ う。

Sprouseに よれ ば,残 高表観 は,損 益計算 書 の優 位性 と対応概 念 の適 用 とい う基礎 の上

に構 築 され た もので あ る とされ る。 ただ し,損 益計 算書 の優位性 か ら対 応概念 が生 まれ た

のか,対 応概念 か ら損益 計算 書の優位 性 が生 まれたの か,を 決定 す ることは困難 であ ると

い う。す な わち,両 者 は鶏 が先か卵 が先 かの関係 にあ る(Sprouse[1973],p.165)。

改 めて指摘 す るまで もな く,近 代 会計理論 は,企 業 活動 の成果 で あ る 「収益 」 とその成

果 を得 るた めの努力 で ある 「費用」 を適切 に対応 させ ることによ り,企 業 の収 益力 を示す

正 しい利益 を算 定す るこ とを主 た る 目的 と して きた(5>。そ のため に,収 益 と費用 を対 応 さ

せ て利益 を計算 す るプ ロセ スを表示 す る損 益計 算 書 が貸借 対 照表 よ りも重視 され た こ と

は,当 然 の帰結 で あ った といえ る。

と ころが,Sprouseは,近 代会計 理論 の根幹 を支え て いる とい って も過言 で はない対応

概 念 を次 のよ うに批 判す る。

「この アプ ローチ において は,原 価 を収益 に対 して適切 に配 賦 で きるか否 か 関 して,ま た

繰延 額 と費消額 への原価 配分 が適切 か否か に関 して,判 断 に重 きが置 かれて いる。 思 う

に,対 応 プロセ スは,そ うした判断 をお こな う際 の基準 として役立 つ利益概 念 を必 要 と

さえ して いない。」(Sprouse[1973],p.166)

(5)周 知のように,PatonandLittleton[1940:で は,努 力と成果(EffortandAccomplishment)

が基礎概念の一・つとしてあげ られている(p.14)。
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この よ うに,Sprouseは,対 応概 念 を 「判 断」に大 き く依存 した概 念 であ る と して い る。

換言 すれ ば,企 業 の会計 担 当者 た る会 計測定 者の 「主 観」 に大 き く依存 した概念 とい うこ

とにな るか も しれな い⑥。 よ って,こ の よ うな対応 概念 に支 え られて い る残 高表観 は,次

の よ うな 問題 点 を内在 した貸借対 照表 観 とい うこ とにな る。

「この ア プ ロー チは,ど の勘 定残 高が繰 り越 され るべ きかを決 定 す る際 に最大 限の 自由

裁量(latitude)を 認 め る ことにな るか,あ るい は どの勘定 残高 が適 切 に繰 り越 され る

か を 明示 す る数 多 くの詳 細 な規 則 と手 続 が 公表 され る ことを必 要 とす る。」(Sprouse

O1973],p.167)

す なわ ち,残 高表観 にお いて は,会 計 測定者 に大 幅な 自由裁量 を与 え ることを容 認す る

か,さ もな けれ ば,利 益算定 プロセ スに関す る数 多 くの詳細 な規則 や手続 きを定 め る必要

が生 じて くる とい うので あ る。

さ らに,そ の よ うな規則 や手続 きを定 め るに して も,利 益算 定 プ ロセ スに何が含 まれ,

利益算定 プ ロセ スか ら何が 除外 され るか を判断す るための基準 が明確 にされて いな ければ

な らな い。 その た め には,利 益概 念 が 明確 に定 義 され て い る こ とが前 提 とな る。 ところ

が,現 在 に至 るまで,資 産 ・負債概念 に直 接的 に しろ間接 的に しろ依 存 しない利益 概念 は

存 在 して いな い。 この ことは,利 益概 念 よ りも資 産 ・負 債概念 の ほ うが よ り基 本的 な概念

であ る とい うことを意 味す るもの であ る(Sprouse[1973],p.168)。

資産 ・負債概 念が利益 概念 よ り基本 的 な もの であ る以上,利 益 概念 は資産 ・負債概 念 に

基 づ いて定 義 されな けれ ばな らな い。 と ころが,残 高表観 は,資 産 を利 益算定 後 の借 方残

高,負 債 を利益 算定後 の貸方 残高 とみなす。 これ は,利 益 概念 に基づ いて資産 ・負債概 念

を定 義 す る ことに他 な らない。 したが って,残 高表観 は,「 必然 的 に会計 理論 とい うよ りも

ア ド・ホ ック(adhoc)な 決定 に依 存す る」(Sprouse[1973],p.168)と い うこ とにな

る。Sprouseは,こ の よ うに して残高 表観 を批 判す るの であ る。

(6)一 般的に,費 用 と収益 の対応の方法 には,「個別的対応」 と 「期間的対応」 とい う二つのもの
があるとされている。個別的対応とは,「 ある特定の生産物の原価(費 用)と 当該生産物を販売

または提供することによって実現 した収益とを対応する場合のように,費 用 と収益 とを特定の対

象を媒介 として直接関連づける方法」(新 井[2003],P.202)で ある。利益算定にあた っては,

これが理想的な方法ではあるが,現 実的にこのような方法で利益を算定することは困難である。
一方 ,期 間的対応とは,「期間を媒介として費用 と収益を対応させる方法」(新井[2003],p.202)

である。現行会計では,こ の方法が利益算定において一般的に用いられている。この方法 は,減

価償却費の計算に代表されるように,個 別的対応 と比べて会計測定者の 「判断」を多 く必要とす

る方法であるといえる。
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(2)静 的資 金表観

続 いて,静 的資金 表観 につ いてみて い くこ とにす る。Sprouseに よれ ば,静 的資 金表観

とは,貸 借対 照表 を 「数期 間 にわた って運 転資本(workingcapital)を 変 化 させ て きた

取引 の要約表,す なわ ち,い わ ゆる資金(funds)の 調達源 泉(sources)と 運用形 態(ap-

plications)の 一 覧表 」(Sprouse[1973〕,pp.168-169)と 位 置 づ け る見方 で あ る(7)。こ

の よ うな見方 によれば,貸 借対照 表の借 方 は資金 の運用 形態 を示す ことにな り,貸 方 は資

金 の調 達源泉 を示す こ とにな る。 すな わ ち,資 産 は資金 の運用 形態 と して,負 債(資 本)

は資金 の調達 源泉 と して,そ れ ぞれ定義 され る ことにな るので あ る。

Sprouseは,こ う した静 的資金表 観 を次 の よ うに批 判す る。

「何 らか の 目的 のた めに,『 資金 』 と資産 を同等な もの として考 え る ことが有用 で あ るか

も しれ な いが,現 金(cash)や 純 運転 資本(networkingcapital)の 同義語 と して一

般 的 に用 い られ て い る用 語 に対 して よ り広 い意 味 を与 え る ことは好 ま しい こ とで はな

い。 た とえ資金 と資産 が 同義語 と して用 い られ る ことが適切 であ る と して も,調 達 源泉

と して負債 の本質 を記述 しよ うとす るこ とは,問 題 の核 心 には達 す る ことがで きない ば

か りか,人 々を惑 わす こ とに さえ な る。」(Sprouse[1973],pp.170-171)

この記述 か らは,資 金 と資産 を 同義 語 として用 い る こと,換 言 すれ ば,資 産 を資金 の運

用形 態 とみなす ことにつ いては,積 極 的 に とは いえな いまで も,一 応容 認 して いる ことが

読 み取れ る。 しか しなが ら,負 債 を資金 の調 達源泉 とみなす ことにつ い ては,厳 し く批判

して いる ことが分 か る。 この点 は,次 の記述 を み るこ とによ り,い っそ う明 らか にな る と

思 われ る。

「貸借 対照 表 は,偶 然 の一 致 とい うこ とで もな い限 り,手 元 資産 の調 達源 泉 を報 告 しな

い。貸 借対 照表 をその よ うな もの と して位置づ ける ことは,誤 解 を招 くこ とに繋 が る。

負債 は,資 金 の調達 源泉 とはほ とん ど関係 してい ない取 引 の結 果 と して生 じるこ とが非

(7)Sprouseは,静 的資金表観を提唱する論者 としてMarple[1962]やGoldberg[1965]な ど

をあげている。Marple[1962]は,貸 借対照表を 「企業資本の調達源泉 と運用形態の表(astate-

mentofthesourcesandcompositionofcompanycapital)」(p.58)と 位置づけ,「資本がど

こか ら調達され,ど のような形態で保有されているかを示すように修正されれば,貸 借対照表の

機能はよ り明確なものになる」(p.58)と 述べている。一方,Goldberg[1965]は,貸 借対照表

を 「コマ ンダー(commander)が 資源を調達 した源泉およびそれ らの資源が運用 されている方

向を表示する表」(p,171)と 位置づけている。
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常 に多 い。 た とえば,未 払 賃金(accruedwages),未 払 利息(accruedinterest),未

払法人 税(accruedtaxes)の よ うな見越 負債 項 目は,資 金 の調 達 源泉 と して特 徴 づ け

るこ とはで きない。」(Sprouse[1973],p。171)

要す るに,現 実 の会計実 務 にお いては,ど の よ うに して も資金 の調達源 泉 と考 え る こと

の できな い項 目が貸 借対照 表 の貸 方側 に現 れて くるので,貸 借 対照 表 を資 金 の運 用形 態 と

調達源 泉 を表 示す る財務表 と位置 づ け るこ とに は無理 が あ るとい うので あ る。仮 に,資 金

の運用 形態 と調達源泉 を表 示す る ことがで きる と して も,そ れ は 「企業 が新 し く設 立 され

た 時 に作 成 され る貸 借 対 照 表」(Sprouse[1973],p.170)に 限 定 され る こ とに な る。

Sprouseは,こ う した点 に静 的資金 表観 の第一 の問題 点を見 出 して い るのであ る。

次 に,Sprouseは,静 的資金表観 に依 拠す る貸 借対照 表 に表 示 され る情報 の 目的適合性

(relevance)に ついて疑 問 を提起 し,次 のよ うに述 べ る。

「最 後 に,目 的適合性 の問題 が提起 され な ければな らない。 仮 にあ る時 点 の手 元 資金 と

それ らの資 金が どこか ら調 達 された のか を報告 す る貸 借対照 表 を作 成す るこ とが可能 で

あ る と して も,そ う した 情 報 は何 の た め に用 い られ る こ とに な る の だ ろ うか?」

(Sprouse[1971],p.171)

「意思 決 定有用 性 ア プ ローチ」 に立 脚 す る以上,貸 借 対照 表 に表示 され る情報 は,外 部

利害関 係者 の意思 決定 に と って有用 な ものでな けれ ばな らな い。 しか しなが ら,Sprouse

は,資 金 の運 用形態 と調達源 泉 に関す る情 報が,彼 らの意思決定 に有 用 であ るか否 か は不

明確 で あ る とい う。彼 は,こ の点 に静 的資金 表観 の第二 の問題 点 を見 出 してい る ので あ

る。

(3)財 産状 態表観

最後 に,財 産状態表 観 につ いて みて い くことにす る。 財産状態 表観 とは,貸 借 対 照表 を

企 業 の 財 産 状 態(financialposition)を 表 示 す る財 務 表 と位 置 づ け る見 方 で あ る。

Sprouseに よれ ば,貸 借 対照 表を この よ うに位置 づ ける ことに よ って,「 貸 借対 照表 が会

計 理 論 の最 も基 本 的 な 要 素 を体 現 す る と と もに,そ れ 自体 で有 用 な情 報 を提 供 す る」

(Sprouse[1973],p.171)こ とにな る とい う。 それ で は,財 産状 態表 観 とはいか な る特

徴 を もった貸借対 照表観 な ので あろ うか。
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Sprouseは,財 産 状態表 観 の構造 を経済 主体(entity)の 概念 か ら説 明す る。 彼 に よる

と,経 済 主体 とは,会 計理 論 の最 も根 本的 な要素(themostprimitiveelements)で あ

り,最 初 に会計 が行 われ る場 と して の経 済主体 が 限定 されな けれ ば,損 益 計算書 も財産 状

態表 も作成 が不可 能で あ る とい うこ とにな る。 なぜ な らば,経 済主 体 が識 別 されな い こと

には,当 該経 済 主体 の資産 や 負債 の会 計 処理 を 考 え る こ とが で きな いか らで あ る。つ ま

り,資 産 ・負 債概 念 は,経 済主 体 の概 念 か ら派 生 した概 念 とい うこ と にな る(Sprouse

[1973],p.171)o

この よ うに して,経 済主 体 の概 念 か ら資産 ・負債概 念 が派生す ると,続 いて資産 と負債

の差額 と して所有者 持分(ま たは純資 産)概 念が,ま た所 有者持分 の増 加 と して利益概 念

が,そ れ ぞれ派生 して くる ことにな る。Sprouseは,こ れ らの項 目を測 定す るため の基 準

には様 々な ものが考 え られ るが,「利 益 の測定 が純 資産 に依存 し,純 資産 の測定 が直接 的 に

資 産 と負 債 の 測 定 に依 存 す る と い う こ とは,承 認 され な け れ ば な らな い」(Sprouse

[1973],p.171)と い う。

ここまでの ところで,財 産状 態表観 が どの よ うな構造 を もった貸借対 照表観 で あ るかが

明 らか にな った。 それ は ま さに,今 日い う ところの 「資産 負債 ア プ ロー チ(theassetand

liabilityview)」 の構 造 その もので あ るといえ る。す なわ ち,Sprouseの 提示 した財 産状

態表 観 は,資 産 負債 アプ ローチの原型 とな って い ると考 え られ るの であ る。

それ では,貸 借 対照 表 に表 示 され る企業 の財産状 態 とは いか な る ものな ので あろ うか。

次 に,こ の点 を明 らかに してい くことにす る。

Sprouseは,企 業 の財 産状 態を 「企 業 が利用で き る資 源 と将来 資源 の利用 を必 要 とす る

企 業 の義務 との関係」(Sprouse[1973],p.172)と 規 定 す る。 そ して,貸 借 対照 表 に表

示 され る こ とにな る企業 の資 源 と義務 について次 の よ うに述べ る。

「財産 状態 表 で報告 され る資 源 は,必 然 的 に過 去 の取 引の結 果 と して獲 得 され た資産 に

限定 され るが,報 告 され る資産 の本質(essence)は 将来 の経済 的便益 を もた らす ことが

で きる能力 にあ る。 同様 に,財 産状 態表 で報告 され る負債 は,過 去 の取 引 の結 果 と して

負 うことにな った義務 に必 然的 に限定 され るが,報 告 され る負債 の意義(significance)

は将来 決済 にあた り必要 とな る資 源 の利 用で ある。」(Sprouse[1973],p.172)

要す るに,財 産状態 表観 の下 では,貸 借 対照表 は,経 済 的便 益 を もた らす能力 を有 した

資源 を 「資産」 と して表示 し,決 済 の ため に資源 を利用 しな ければな らな い義務 を 「負債」
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と して表 示 す る財務 表 と特徴 づ け られ る ことにな る。 そ して,Sprouseは,「 も し会 計理

論 が存 在 しうる とす れば,こ れ らの三 つ の視 点 の中で,財 産状態観 に依拠 した貸 借対 照表

が 唯一 の希望 を与 え て くれ る」(Sprouse[1973],p。174)と 述 べ,財 産 状態 表観 が他 の

二 つの貸借対 照表観 よ り も優位性 を もってい ると結論 づ け るの で ある。

(4)小 括

本 節 で は,Sprouseに よ る貸借 対 照表 観 の類 型化 を巡 る議論 を考察 して き た。 そ の結

果,彼 は,過 去 に現 れ て きた貸借 対照 表観 と して,残 高表 観 静 的資金 表観 お よび財 産状

態表観 の三 つを あ げ,そ の うち財 産状 態表 観 こそ が,「 意 味 のあ る利益概 念 の基礎 を提供

し,そ れ 自体 で有用 な情 報 を提供 す る」貸 借対 照表観 であ り,「 も し会計 理論 が存 在 しう

る とす れ ば,こ れ らの三 つ の貸借 対照 表観 の中で,財 産状 態観 に依 拠 した貸借 対照表 が唯

一 の希 望 を与 え て くれ る」 と して主張 して い るこ とが明 らか にされた
。残 高表観 が収 益費

用 アプ ローチ の原型 とな ってお り,財 産 状態 表観が 資産負 債 アプ ロー チの原型 とな って い

る ことに考 えを及 ぼす と,Sprouseの 意 図 は,収 益 費用 ア プローチ に代 わ る会 計観 と して

資産負 債 ア プローチ を提示 す る ことにあ った といえ る(8)。

こう した結 果 を受 けて,次 の3節 で は,Sprouseの 主 張 に対 す るRappaportの 反論 を取

り上 げ,そ れ を考察 してい くことにす る。 この作業 を行 うことよ って,Sprouseの 主 張 に

内在 して い る欠 陥が明 らか にな ると思 われ る。

3.Rappaportに よ る 反 論

前節 で 明 らか に した ように,Sprouseは,残 高 表観 静 的資金表 観 お よび財産 状態 表観

とい う三 つの貸借 対照表 観 を比較 検討 し,最 終 的 に財産状 態表観 に優位性 を認 め るに至 っ

た。本 節 で は,こ う したSprouseの 主張 に対 す るRapPaportの 反 論 を取 り上 げ る ことに

す る。 本 節 にお け る結 論 を先取 りす れ ば,RapPaportは,Sprouseが 類 型化 した三 つの

貸借 対照 表観 のいず れ に も否定 的な見 解 を示 し,そ れ らとは異 な る第 四の貸借対 照表 観を

提示 して い る。

(8)収 益費用 アプローチと資産負債 アプローチは,FASBの1976年 討議資料(FASB[1976コ)に

おいて,対 立 した会計観 として明確に提示された。その後,資 産負債アプローチに依拠 した一連
の 「財務会計概念ステイ トメン ト(StatementsofFinancialAccountingConcepts)」 シリー

ズが公表される至 ったことは,周 知の通 りである。

-226(226)一



貸借対照表観の再検討(和 田)

q)財 産 状態表 観 に対す る批 判

まず,Rappaportは,Sprouseの 「貸 借対照 表 は,損 益 計算 書 に含 まれ て い る重 要 な

要素 が必 然 的に派生 して くる会計理論 の最 も基本 的な要素 を体現 して いる。事 実,損 益計

算 書 は,あ る貸 借対照 表勘定 に変化 を もた らす取 引 の要 約表 に過 ぎな い もので あ るとい う

ことがで きる」(Sprouse[1973],p.164)と い う主 張 を取 り上 げ,こ の よ うな主 張 が会

計 システ ムの構造 的観点(astructualview)あ るいは作成者 の観 点(adesigner'sview)

か らな されて いる点 を指 摘す る。 そ して,こ の よ うな観点 は,貸 借 対照 表 と損益 計算 書の

連携(articulation)が 一 般 的な意 味 にお いて も有用 で あ る とみな され てお り,そ うで あ

るか らこそ,連 携 が ア ・プ リオ リ(apriori)に 受 け容 れ られ るべ き だ とい う暗黙 的仮定

によ って支え られ た もの であ る とい う(Rappaport[1973],p.175)。

そ の うえ で,Rappaportは,財 産 状態 表観 に優 位性 を認 め るSprouseの 会計 観 を次 の

ような三 つ の命題 に まとめ る(Rappaport[1973],p.176)。

(a)損 益計 算書 は,あ る一つ の貸借 対照表勘 定 に変化 を もた らす一連 の取 引の要約 表 と

い う ことが で きる。

(b)利 益 の測定 は純 資産 の測 定 に依 存 し,純 資産 の測 定 はまた資産 ・負債 の測定 に依存

す る。

(c)資 産 ・負債 概念 に直接 的 あ るいは間接 的 に依存 しな いで利益概 念 の定 式化 に成功 し

た人 は今 まで にいな い。

これ に続 けて,Rappaportは,Sprouseの 会計 観 を相 対化す るため に,そ れ とは正 反対

にな る会計観 を次 の よ うな三 つの命題 の形 に して提 示す る(Rappaport[1973],p.176)。

a)貸 借対 照表 は,損 益計 算書 に関 わる取 引か ら生 じる残 高(stocks)や 残余物(residu-

als)の 要約表 とい うこ とがで き る。

b)純 資産の測定 は利益 の測定 に依存 し,利 益 の測定 はまた収益 ・費用 の測定 に依存す る。

c)利 益 概念 に直接 的 あ るいは間接的 に依存 しな いで資産概 念 の定 式化 に成功 した人 は

今 まで にいな い。

ここで,(a>～(c)の 命題 が正 しい といえ るな らば,a)～c)の 命題 もまた正 しい といえ る。

a)～c)の 命題 は残高 表観 の特徴 を抽 出 した ものであ る ことを考 え る と,貸 借 対照表 が損
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益 計算 書 よ りも重要 で あ り,財 産状 態表 観 に他 の二つ の貸借対照 表観(す なわ ち残 高表観

と静的資 金表観)よ りも優 位性 を認 める とい うSprouseの 結 論 は,彼 が貸借対 照表 の重要

性 を ア・プ リオ リに認 め る ことによ って引 き出された ものに他 な らな い。 この点 につい て,

Rappaportは 次 の よ うに述 べ る。

「Sprouseは 利用 者 モデル を明示 して いないが,貸 借対 照表 に対 す る一 つ の アプ ローチ

財 産状 態表観 を代 替 的な二つ の アプ ロー チ 残 高表観 と静 的資金表 観 よ

りも上 位 に ラ ンクづ けるため の基 盤 と して,何 らか の利用者 モ デルが利用 され て いた と

仮 定す るこ とは合理 的 な ことで あ る。利用 者 モデ ルが明示 され な い ことには,Sprouse

に よる貸 借対照 表選好 の有効 性 を承認 また は否定 す るた めの論理 的基 準 は存 在 しな い。」

(Rappaport[1973],p.177)

す なわ ち,Rappaportは,利 用者 モ デルを 明示 す る こと無 しには,残 高 表観 と財産状 態

表観 の間 に明確 な優劣 関係 をつ け る ことは不可能 で あ る と批判 す るので あ る⑨。 この よ う

なRappaportの 批判 を敷 術 す る と,Sprouseに よ ってな され た構造 的観 点 か らの議論

は,「 資産 ・負 債 ・資 産 ・収益 ・費用 とい う会 計 要素 の どれ を中心概 念 とす べ きか の選択

を論 じる」(佐 藤[1991],p.511)も の であ り,「 形 式論理 を展 開す るだ けで,そ れ には,

あ る要素 を他 よ り優 先す る会 計構 造 を選択 す る能力 はな い」(佐 藤[1991],p .521)と い

うことが で きる と思 わ れ る。

以上 がRappaportに よ る財産状 態表 観批判 の骨 子 であ る。 ここで,こ の批判 の 内容 を

吟味 してみ る と,Rappaportの 批判 は,財 産状 態表観 そ の もの に対 して 向 け られた もので

は な く,Sprouseが 財 産状 態表観 の優位性 を認 め る際 に採用 した観点 に向 け られて いる こ

とが明 らか にな る。

(2)残 高表観 お よび静 的資金 表観 に対す る批判

続 いて残 高表 観 と静 的資金表 観 に対 す る批 判 に移 る。 まず,残 高表観 につ いて の批 判か

らみて い くこ とにす る。Rappaportは,残 高表 観 につ いては,基 本的 にSprouseの 「対

(9)佐 藤[1993]に おいても,こ うしたRappaportの 結論に対 して,次 のような肯定的な評価が

与え られている。「このラバ ポー トの主張は的を得ている。 どちらか一方が真 ということはない。

複式簿記は形式構造的には閉鎖 しているシステムである。そのようなシステムの中の要素(い わ

ゆる簿記の5要 素)は,ど ちらの要素を優先 させた会計構造が良いかを選択する論理的な基準と

はな りえないのである。」(pp.194-195)
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応概念 は必然的に会計理論 というよりもア ド・ホ ックな決定 に基づいている」 とい う主張

を支持 し,次 のように述べる。

「このアプローチ(残 高表観を指す一筆者注)に 依拠 したのでは,あ る特定の有用な財

務表をもたらすことができないとい う主張は,い かに広範囲に及ぶ利用者モデルを仮定

してみた ところで,改 めて議論するまで もな く分か り切ったことである。」(Rappaport

[1973],p.177)

次に,静 的資金表観についての批判 をみていくことにする。Rappaportは,静 的資金表

観についても,Sprouseの 主張をそのまま受け入れ,次 のように述べる。

「残高表観 と同 じように,静 的資金表観の実行可能性の欠如 は,明 らかに会計人の不確実

性を処理する際の困難 さに帰す ることができるものである。 目的適合性の問題は明示的

な利用者 モデルが存在 しない中にあっては論 じない ことが賢明である。」(Rappaport

[1973],p.179)

以上のように,残 高表観 と静的資金表観に関 しては,RappaportとSprouseの 主張に

大きな相違点は認め られない。 ここで,Rappaportが,財 産状態表観 と残高表観 との間に

優劣関係をつけることができないと主張 していた ことに鑑みると,残 高表観に対す る批判

は,そ のまま財産状態表観に対する批判へ と繋が ることになると思われる。 この残高表観

と財産状態表観 とに共通 して向けられている批判 こそが,貸 借対照表 と損益計算書が 「連

携」することの問題である。要するに,Rappaportは 連携 した財務諸表体系を批判 してい

るといえるのである。

(3)連 携財務諸表 に対する批判

それでは,な ぜRappaportは,貸 借対照表 と損益計算書が連携 した財務諸表体系を批

判するのであろうか。 この点 について,Rappaportは 次のように述べ る。

「貸借対照表 と損益計算書 とが相互に連携 し,歴 史的原価が用 いられなければならない

という現行実務上の制約が課されるならば,収 益力(earningpower)と 支払能力(so1-

vency)に ついての情報を提供するという目標が矛盾す る可能性があるという見過 ごす
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ことの できな い状 態 を見 出す ことが で きる。」(Rappaport[1973] ,p.179)

すな わ ち,Rappaportは,貸 借 対照 表 と損益 計算書 の連携 を維持 したま までは,収 益力

と支 払能力 に関す る情報 を両方 と も有 用 な形 で提供 す る ことが で きな くな る とい うので あ

る。 た とえば,棚 卸 資産 の評価 方法 につ いて後入先 出法 を採 用 した場合,現 在 の収益 と現

在 の費用 とが適切 に対応 させ られ る ことにな るた め に損益 計算書上 で表示 され る収益力 に

関す る情 報 は改善 され る ことにな るが,貸 借対 照表上 で は現 在 の原 価 とは異 な る数値 を表

示す る ことにな るので,支 払能力 に関す る情報 は以前 よ り劣 る もの とな る。 一方 で,先 入

先 出法 を採用 した場合 は,逆 に支払 能力 に関 す る情報 は改善 され る ことにな るが,収 益力

に関す る情 報 は劣化す るこ とにな る。Rappaportは,こ の ような例 をあげて,貸 借 対照表

が表示す る情報 と損益 計算書 が表示 す る情 報 の間に トレー ド ・オ フの関係 があ る ことを説

明す るの で ある(Rappaport[1971],p.179)。

(4)小 括

以 上 がSprouseの 主 張 に対 す るRappaportの 反 論 で あ る。 そ の反 論 は,主 と して

Sprouseの 議 論 が構 造 的観 点か ら行 われ て いる こ とに向 け られて い る。Rappaportに よ

れ ば,構 造 的観 点か らの議論 で は,残 高 表観 と財産状 態表観 との間 に明確 な優劣 関係 をつ

ける ことがで きな い とされ る。 そ こで彼 は,Sprouseと は異 な り,「 利 用者 の観点」 か ら

第 四の貸借 対照 表観 を提示す る。 ここにい う,利 用 者 の観点 とは,会 計情報利 用者 の意思

決 定モ デル を措 定 した上 で,そ の意思 決定 モ デルに合致 す るよ うに会計 理論 を構築 して い

く方 法 であ る。

しか しな が ら,Rappaportが 利用 者 の観点 を採 用す る ことに よ って提 示 した貸 借対 照

表観 は,彼 の オ リジナルで はな く,1969年 に公表 され たAAAの 「外部 報告委 員会 レポー

ト」(AAA[1969])で 提 示 され た もので あ る。 その大 きな特 徴 は,貸 借対 照 表 と損益 計

算書 との連携 が必 ず しも求 め られて いな い点 に あ り,非 連携観 とで もい うべ き貸借 対照 表

観ω であ ったの であ る。

⑩Rappaportの 言葉を借 りれば,"thenonbaiancingbaiance-sheetview"と なる。
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4.貸 借 対 照 表 観 論 争 に学 ぶ

本稿では,動 的貸借対照表観に代わる新たな貸借対照表観を構築するための手がかりを

得るために,Sprouseに よって行われた貸借対照表の類型化を巡 る議論 と,そ れに対する

Rappaportの 反論を取 り上 げてきた。それでは,本 稿をまとめるにあた り,彼 らの論争か

ら得 られた知見を基 にして,動 的貸借対照表観 に代わる新たな貸借対照表観を提示す るこ

とにしたい。

SprouseもRappaportも,議 論 の出発点 とする問題意識 は同一であった といえる。そ

れは,近 代会計理論が想定するところの貸借対照表観 に対する批判である。すなわち,動

的貸借対照表観 に対する批判である。彼 らの議論 は,貸 借対照表を損益計算書 と同等な財

務表 と位置づける努力であったとい うことができるだろう。

ところが,出 発点 とす る問題意識 は同一 であったに もかかわ らず,彼 らの到達 した結論

は異なる ものであ った。Sprouseが 財産状態表観 に優位性を認めた一方 で,Rappaport

は,残 高表観 と財産状態表観 との間に優劣関係をつけることができないとの立場か ら,非

連携貸借対照表観を提示す るに至 ったのである。 このような異なる結論に達 した理 由とし

ては,Sprouseの 議論 が構造的観点か らなされていたのに対 して,Rappaportの 議論が

利用者の観点か らなされていたことがあげ られ る。 この点についてはすでに述べたとおり

である。

それでは,動 的貸借対照表観に代わる新 たな貸借対照表観はいかなるものになるのであ

ろうか。 まず,財 産状態表観 と非連携貸借対照表観が新 たな貸借対照表観 とな りうるか否

かについて検討する。筆者は,Rappaportの 「残高表観 と財産状態表観 との間に優劣関係

をつけることができない」 という主張ωは,十 分 に説得力があるものと考える。 したが っ

て,動 的貸借対照表観(彼 らの言葉でいえば残高表観)に 代 わる貸借対照表観 として,

Sprouseの 財産状態表観 を採用す ることはできない。か とい って,現 行 の会計実務が財務

諸表の連携を前提 として行われている以上,Rappaportの 非連携貸借対照表観を採用す

GD残 高表観と財産状態表観との間に優劣関係をつけることができなというRappaportの 主張
は,今 日の会計学研究者にとって傾聴に値するものであるといえる。なぜならば,残 高表観と財

産状態表観との間に優劣関係をつけることができないということは,収 益費用アプローチと資産

負債アプローチの間にも優劣関係をつけられないということを含意 しているからである。とする
と,収 益費用アプローチから資産負債アプローチへの会計観の転換という視点から,新 会計基準
の制度化によって引き起こされた会計理論上の諸問題を解決する糸口を見出すことはできないと
いうことになる。
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ることもできない。

そうす ると,新 たな貸借対照表観 を構築す るための手がか りは,SprouseとRappa-

portが 批判 した静的資金表観に求 あなければな らない⑫。静的資金表観は,残 高表観や財

産状態表観 と異なり,現 実 に財務諸表上 に現れる項 目(資 産 ・負債 ・資本 ・収益 ・費用)

ではない 「資金」 とい う概念 を鍵概念 としている点に特長が ある。 これにより,Rappa-

portに より指摘 されていた構造的観点か らの議論 に内在す る問題点を回避す ることがで

きる。すなわち,残 高表観 のように収益 と費用の差額 として利益を算定 した後で資産 と負

債が決定されると考えるに しても,財 産状態表観 のように資産 と負債の差額 として純資産

額が決定された後で利益が算定 されると考えるにして も,両 者の違 いは何を鍵概念 として

他の概念を規定 してい くかという点に しかないのであるから,財 務諸表の構成要素 とはな

らない 「資金」概念 を鍵概念 とすることによ り,構 造的観点か らの議論 に内在する問題点

を回避できると考えるのである。

しか しなが ら,「静的」 という言葉に も表 されているように,静 的資金表観 とは,あ る

一定時点における資金の運用形態と調達源泉に関す る情報 を表示する財務表 として貸借対

照表を位置づけようとす る見方である。資金の運用形態 と調達源泉に関する情報は,企 業

が どこか ら資金を調達 し,そ れをどこへ運用 したかに関する情報であるという点において

過去回顧的な情報であるといえる。 したがって,静 的資金表観は過去回顧的貸借対照表観

と特徴づけることができる。

ところが,1節 で も述べたように,新 会計基準で規定 されている会計処理は,そ の中に未

来志向的な特徴を有 している。 よって,過 去回顧的な静的資金表観をそのままの形で新 し

い貸借対照表観 として採用することはできないので,静 的資金表観に何 らかの形で未来志

向的要素を組み込まなければな らない。そのためには,静 的資金表観 における鍵概念でも

ある 「資金」概念をさらに抽象化 し,そ れを 「将来の経済的便益」概念に置 き換える必要

がある⑬。

そ うすると,貸 借対照表は,企 業の支配下にある 「将来の経済的便益」の運用形態 と調

達源泉を表示する財務表 として位置づけられることになる。すなわち,資 産 は 「将来の経

済的便益」の運用形態 として,ま た負債(お よび資本)は 「将来の経済的便益」の調達源

⑫Sprouse自 身,「これ(静 的資金表観を指す一筆者注)自 体は必ずしも致命的(fata1)な もの
ではない」(Sprouse[1973],p.174)と 述べていることから考えても,こ のような選択肢を選ぶ
ことは決して無謀なことにはならないと思われる。

⑬ このことは,会 計測定の対象を 「将来の経済的便益」として措定することに他ならない。会計
測定の対象をこのように措定 し,そ れと測定基準を峻別することの重要性については,和 田
[2003a]お よび和田[2003b]に おいて取り上げているので参照されたい。
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泉 として,そ れぞれ定義 され ることになるのである。た とえば,銀 行か ら現金を借 り入れ

た場合,資 産の部 に 「現金」 という項 目が表示 され,負 債の部 に 「借入金」 という項 目が

表示 されることになるが,そ れは,現 金 という形態を取 って企業の支配下に流入 した経済

財 に内在 している 「将来の経済的便益」の運用形態 とその調達源泉を表示 した ものである

ということになる¢の。

その結果,貸 借対照表上の会計測定値は,す べて 「将来の経済的便益」の大きさを表 し

たものと解釈されることになる。 もっとも,「将来の経済的便益」の大 きさをどのように測

定するかについては,ま だまだ数多 くの解決されなければな らない問題 が残 っていると考

え られるが,借 方項 目(資 産)が 将来 キャッシュ ・インフローと関連性 を有する数値で,

貸方項 目(負 債および資本)が 将来キ ャッシュ ・アウ トフローと関連性 を有する数値で測

定されることは間違 いない⑮。 これは,「 あらゆる資産 ・負債を,そ の所有者が誰であって

も最低限 もた らされるであろうキ ャッシュ ・フローの金額をベースとして測定するという

考え方」(佐 々木[2004],p.64)に 繋がるものであるといえよう。 このような情報を表示

する財務表 として貸借対照表を位置づ ける見方 は,い わば 「未来志向的貸借対照表観」 と

名付けられ ると思われる。そ して,こ のような貸借対照表観は,新 会計基準で規定されて

いる未来志向的な会計処理 とも整合的な貸借対照表観であると結論づけることができる。

一応
,こ れにより本稿の目的は達成す ることができた。 とはいえ,こ のような貸借対照

表観を提示 しただけでは,他 の財務諸表(損 益計算書およびキャッシュ ・フロー計算書)

との関係が明 らかではない。 また,先 に述べたように,「将来の経済的便益」をどのよう

に測定す るか という論点 も曖昧にされたまま残 されている。 これ らの点を明 らかにするこ

とは,今 後の課題 とす る。

Oの この説明は,杉 本[1991]に おいて提唱されている 一資金的2勘定系統説」に依拠 したもので
ある。

⑮ 和田 「2002」では,す べての会計測定値を 「将来の経済的便益」の大きさを表す 「指標」と捉
える見方を提示した。
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